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出願明細書

①発明の成立性違反
②発明の単一性違反
③明細書記載不備

④新規性・進歩性違反
⑤先願発明の存在

先行技術調査

意見書
補正書

特 許 査 定

審査請求

拒
絶
理
由
通
知

拒

絶

査

定

審査官による実体審査



① 産業上利用できる発明ではない
§２９－１柱書

② 発明の単一性を満たさない
§３７

③ 新規性がない
§２９－１－１，２，３

④ 進歩性がない
§２９－２

⑤ 先願がある
§３９ §２９の２

⑥ 明細書の記載に不備がある
§３６－４－１，６－１，２

主な拒絶理由



産業上利用できる発明とは

発
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発
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§２９柱書違反



新規性と進歩性

本願発明

文献１

文献２

文献１＋２
から容易

補正により減縮

文献1
から
容易

文献1と同一

§２９－２

§２９－１－３



新規性・進歩性判断の手順
本願発明と主引例との対比

主引例と相違
点があるか？

相違点が他の引用例
に記載されているか？

相違点は技術常
識の範囲内か？

他の引用例との組合せ・
構成の置換は容易か？

組合せに阻害
要因があるか？

本願発明に予想外
の効果があるか？

新規性・進歩性有新規性無 進歩性無
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新規性 ×
進歩性 ×

Ｓの
学会発表
2013.4.1

出願期限
2013.10.1

Ｐによる
論文
Ａ’’

Ｓによる
発表
Ａ

Ｓの出願
2013.9.15

Ａ or Ａ′

特許法30条とその注意点

6か月

Tによる
出願

Ａ’

３０条適用



特許権

先願発明
特許請求

の範囲

先願発明がある場合

特許請求の範囲

明細書

§39-1§29の2



特許請求の範囲

明細書

実施例

実施可能要件

サポート要件

特許法第36条に規定される要件

§３６－６－１

§３６－４－１

§３６－６－２

§３６－４－２

明確化要件

情報開示要件



出 願

審査請求

拒絶理由通知

拒絶査定

意見書

審判請求

特許査定（特許権）

拒絶審決

補正の時期と制限

知財高裁・最高裁

実体審査

最後の拒絶理由通知

審判

意見書

補正書

補正書

補正書

補正書

① 出願当初明細書等の記載範囲内

② 技術的特徴を変更しない

③ 請求項の削除、減縮、誤記訂正、

不明瞭な 記載の釈明のみ

①
①②

①②③

①②③



知的財産権関連の裁判

＜知的財産権関連民事事件＞ ＜審決取消訴訟＞

最高裁判所 最高裁判所

上告審 上告審

控訴審

第一審

第一審

知的財産高等裁判所 知的財産高等裁判所

東京・大阪
地方裁判所

全国地方裁判所

第一審所在地
高等裁判所

東京管轄

審判

審査
技術型
特許・実用新案
プログラムの著作権

非技術型
意匠・商標・著作権
不正競争による営業利益

特許・実用新案・意匠・商標


